
別紙第３号書式

公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　事業の概要 特別会計名：水道事業

注１　事業を実施する団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合

　　は、「団体名」欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄には、当該事業に従事する全職員数を記載すること。

２　財政指標等

財政力指数※

実質公債費比率※ （％）

経常収支比率※   （％）

注　平成17年度（又は平成18年度）の公営企業決算状況調査、地方財政状況調査等の報告数値を記入すること。

　なお、財政力指数、実質公債費比率及び経常収支比率は、当該事業の経営主体である地方公共団体の数値を

　記載し、当該事業が一部事務組合等により経営されている場合は、その構成団体の各数値を加重平均したも

　のを記載すること。（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険資金について対象としない財政力1.0

　以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数を記載すること。）

３　合併市町村等における公営企業の統合等の内容

注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　ものに限る。）をいう。

４　公営企業経営健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。
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河内長野市

既存計画との関係

団　　体　　名※

構成団体名

累積欠損金   （百万円）

不良債務     （百万円）

資本費

計画策定責任者

公 表 の 方 法 等

河内長野市長　橋上　義孝

利益剰余金又は積立金（百万円）

83(H18) 5,535

65

資金不足比率    （％）

98.5(H18)

0.724

事　　業　　名

事業開始年月日 S7.12.26 地方公営企業法の適用・非適用

職員数※  (H19. 4. 1現在)

末端給水事業、簡易水道事業（上水道事業）

□適　用　 □非適用

公営企業債現在高（百万円）

41

0

計 画 期 間

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村における公営企業の統合等の内容
　□　旧法による合併市町村における公営企業の統合等の内容
　□　該当なし

　３　□にレを付けた上で内容を記載すること。

内　　　容

計 画 名

13.2(H19)0

基 本 方 針

区　　分

○プラン2003の経営方針を継続
・安全な水道の構築・災害に強い水道の構築・施設更新と機能向上
・需要者とのパートナーシップ・民間活力の導入・スリムな水道事業
・経営基盤の強化
以上を継続し、新規として
・収入財源の見直し・負債の縮小

仮称「河内長野市中期経営プラン2008」

平成19年度～平成23年度

河内長野市中期経営プラン2003（期間５年）の見直しによる新規計画

議会への報告（11月経営計画の報告、12月料金改定を上程予定）、
ホームページを予定



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。
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合　　　計　　　　 (A)

事業債名

水道事業（上水道）
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債
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業
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79,009 11,719 10,411 101,139

101,13979,009 11,719 10,411

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

220,459

506,444

506,444

220,459

170,124

115,861

115,861

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

合　　　計　　　　 (A)

事業債名

公
営
企
業
債

合　　　計　　　　 (B)

水道事業（上水道）

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 170,124 115,861 220,459

合　　　計　　　　 (B)

公営企業で負担するもの (A)-(B)

101,139

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 79,009 11,719 10,411

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

0

0

506,444

合　　計

170,124

旧 資 金 運 用 部 資 金
220繰上償還希望額

繰上償還希望額

220

50 50

繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

11公営企業金融公庫資金 11

旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①財源の確保（収入の見直し）

課 題 ②資本投下の抑制（自己資金の有効化活用）

課 題 ③
水質検査体制（自己検査体制）の確立・水道ＧＬＰの取得
（水道水質検査優良試験所規範）

内　　　　容

　本市の特徴としては、ダム水を始めとする自己水を主に（約７割）利
用しており簡易水道を含む浄水場が5箇所稼動している、また、昭和４
０年代から５０年代に開発された大規模団地が高低差の多い地形に点在
しており、送配水施設は約６０箇所に上る。このため、保有資産は他市
に比べて相当多い（有収水量１ｍ3あたりの資産額：本市2,641円、全国
平均1,472円、府下平均1,138円）。この資産の調達資金は、借金である
企業債よりも開発団地からの工事負担金などの資本剰余金が非常に多
い。これらが本市の資産形成の特徴であり、財政構造の特徴となってい
る。
需要構造として、本市の需要構造の特徴は、他市に比べ工場用など大口
の多量使用が少なく、少量使用者層である家庭用の占有率が高く（本市
83.7％、全国平均78.2％、府下平均80.5%）、大口使用を中心に収益を
回収する団体に比べ、経営効率が悪い。
これらの、財政・需要構造特徴から、事業の効率化に対しては、浄水場
の包括的管理委託や窓口業務の委託化など、積極的に経営の健全化の取
り組みを進めてきたところである。この結果、料金水準は家庭用20ｍ3
使用で府下安いほうから13番目に位置している。
　しかし、これまでの健全化努力にもかかわらず、需要は人口の流出に
より減少を続けており、今後の推計でも回復の見通しは立たない。ま
た、多くの施設が開発者の負担により形成されたため、これまで、企業
債と減価償却費の負担が比較的低く抑えられていたが、今後、浄水場を
始め多くの施設が、一度に更新期を迎える。この更新財源の確保と更新
後の管理体制のあり方が水道事業経営の将来を大きく左右する。

　本市は複数の水源を保有し、広く高低差のある複雑な給水形態である
ことから、これまで、迅速で柔軟な水質検査を目標に自己検査体制を充
実し、水道水の安全に対する信頼性を確保に努めてきた。このため、今
後も自己検査体制の継続を基本に、水道ＧＬＰを取得し、より高い精度
で水道水の安全性を確認し、水道水への信頼を高めて行く。

　将来に亘る経営の健全化を維持するため、当面5ヵ年について自己資
金を有効活用し企業債残高の削減を図り、将来10年後以降の浄水施設の
大規模更新計画など事業認可変更を伴う拡張計画に備える。

　現在の経営中期計画2003（平成１５～１９年度）では、人口の減少に
よる収入減に対しては、事業のスリム化による、料金改定に頼らない健
全化計画を策定し、想定以上の収入減に対しても、計画以上のスリム化
を実現し、目標を達成した。今後の中期計画においては、更に、収入減
が進むものと想定される中、これ以上のスリム化は、大災害などの危機
管理体制が確保できないこと。さらに、安全で安定的な水道水の供給を
持続して行くためには、施設の健全性を維持して行かなければならず、
そのための費用について、需要家の適正な料金負担が不可欠となってい
る。

経 営 課 題



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分 内　　　　容

課 題 ④老朽化施設の改修と機能維持

課 題 ⑤水道水源保全対策

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

　平成１２年度以降、人口減少による収益の減少に対し、「河内長野市
水道事業中期経営プラン２００３」に基づき、アウトソーシングの拡大
による事業のスリム化、効率化を基本に職員を削減し経営の健全化を維
持してきた。
その結果、大阪府下平均の倍以上の資産を保有しながら、平成１３年度
に５８名いた職員数は、平成１９年度４月で４１名となっている。大規
模な災害時の危機管理体制としては、概ね４０名の職員数を確保する必
要があると考えており、今後の人口、収益の減少に対して、経営の効率
化は当然のことながら、人員削減の手法としての委託化については、危
機管理体制の維持の裏づけのもと進めていく必要がある。

　本市森林政策の新規事業である「かわちながの森林プラン」の一環と
して、水道料金1ｍ3使用につき、1円を水道料金に追加して徴収し、森
林整備財源に充当する（ゆたかな森林づくり負担金、年間概ね12百万
円。）。この結果、森林を保全し、水源涵養を図ると同時に、市民の森
林への関心と意識の高揚を図り、市民参加による森林保全の実現を目指
す。

　現在、浄水場5箇所と配水施設は60箇所を超え、また、主要施設は昭
和40年代から50年代にかけて建設された施設であるため、今後、一度に
改修期を迎える。この改修計画を限られた財政計画の中で、より高度な
機能を維持し続けなければならない。特に、総配水量の２０％近くを受
け持つ西代浄水場については将来的にも貴重な自己水源であり、平成20
年度から大規模な改修計画（10億円規模）に取り組んで行く。この改修
後の運営コストについて、自己水活用のメリットを確保していくために
も、府営水道受水単価を上回ることの無いよう効率的な運営に努めなけ
ればならない。



Ⅲ　今後の経営状況の見通し（①法適用企業）
（１）収益的収支、資本的収支

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． (A) 2,134,731 2,081,037 2,060,265 2,033,448 1,991,735 1,971,950 2,074,915 2,067,475 2,046,792 2,072,066

(1) 2,079,309 2,024,921 2,007,584 1,985,966 1,942,676 1,926,896 2,028,515 2,022,189 2,001,509 2,026,387

(2) (B) 4,689 2,906 2,697 2,843 2,716 2,660 2,660 2,660 2,660 2,660

(3) 50,733 53,210 49,984 44,639 46,343 42,394 43,740 42,626 42,623 43,019

２． 333,426 299,253 294,301 317,745 290,340 307,600 281,842 271,439 270,936 271,773

(1) 139,152 133,714 128,927 118,096 110,642 104,009 100,967 92,564 98,311 98,148

103,511 103,016 103,528 98,378 97,013 96,448 97,882 91,805 98,165 98,148

35,641 30,698 25,399 19,718 13,629 7,561 3,085 759 146 0

(2) 194,274 165,539 105,374 199,649 179,698 203,591 180,875 178,875 172,625 173,625

(C) 2,468,157 2,380,290 2,354,566 2,351,193 2,282,075 2,279,550 2,356,757 2,338,914 2,317,728 2,343,839

１． 2,171,530 2,089,725 2,059,146 2,064,010 2,105,776 2,183,922 2,142,106 2,199,061 2,218,187 2,191,652

(1) 533,473 504,083 481,525 437,834 385,964 373,022 355,507 353,496 351,523 349,591

259,212 245,977 230,672 204,642 198,079 171,056 161,736 160,657 159,598 158,672

73,809 67,611 71,436 74,769 37,400 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

200,452 190,495 179,417 158,423 150,485 141,966 133,771 132,839 131,925 130,919

(2) 1,090,916 1,018,905 1,007,863 1,025,166 1,088,946 1,168,008 1,139,844 1,169,772 1,166,150 1,133,066

117,381 104,983 100,517 104,100 75,901 84,466 77,500 77,500 76,500 75,500

184,336 181,439 186,446 182,344 149,982 151,903 179,317 192,500 200,500 186,500

13,435 11,790 9,932 6,525 8,765 8,413 8,413 8,413 8,413 8,413

775,764 720,693 710,968 732,197 854,298 923,226 874,614 891,359 880,737 862,653

(3) 547,141 566,737 569,758 601,010 630,866 642,892 646,755 675,793 700,514 708,995

２． 266,814 248,495 226,250 210,847 197,523 178,336 152,985 152,057 154,598 150,061

(1) 261,426 243,060 220,075 202,749 188,677 170,977 145,631 144,703 147,244 142,707

(2) 5,388 5,435 6,175 8,098 8,846 7,359 7,354 7,354 7,354 7,354

(D) 2,438,344 2,338,220 2,285,396 2,274,857 2,303,299 2,362,258 2,295,091 2,351,118 2,372,785 2,341,713

(C)-(D) (E) 29,813 42,070 69,170 76,336 -21,224 -82,708 61,666 -12,204 -55,057 2,126

(F) 0 0 0 0 0 10 0 0 0 0

(G) 1,952 1,475 441 11,303 6,274 1,505 1,005 1,005 1,005 1,005

(F)-(G) (H) -1,952 -1,475 -441 -11,303 -6,274 -1,495 -1,005 -1,005 -1,005 -1,005

27,861 40,595 68,729 65,033 -27,498 -84,203 60,661 -13,209 -56,062 1,121

(I) 56,821 94,416 159,145 220,178 192,680 108,477 169,138 155,929 99,867 100,988

(J) 1,863,676 2,121,704 2,351,129 2,727,858 2,905,406 2,381,802 1,877,249 1,585,573 1,705,469 1,864,338

592,648 451,976 683,115 911,978 494,291 346,554 349,620 333,024 322,276 321,069

(K) 337,477 315,676 488,481 447,254 474,935 400,000 400,000 400,000 400,000 400,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

250,270 229,981 401,121 361,032 364,331 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
( I )
(A)-(B)
(L)
(A)-(B)

(M) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A)-(B) (N) 2,130,042 2,078,131 2,057,568 2,030,605 1,989,019 1,969,290 2,072,255 2,064,815 2,044,132 2,069,406

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経 費

支 払 利 息

そ の 他

う ち 未 収 金

特 別 利 益

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

動 力 費

修 繕 費

）×100

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

収 入 計

不 良 債 務 比 率 （

支 出 計

そ の 他 補 助 金

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

退 職 手 当

そ の 他

営 業 費 用

職 員 給 与 費

特 別 損 益

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

経 常 損 益

そ の 他

う ち 未 払 金

基 本 給

材 料 費

そ の 他

地方財政法施行令第19条第１項により算定した
資金の不足額

累 積 欠 損 金 比 率 （

不 良 債 務

う ち 一 時 借 入 金

流 動 資 産

流 動 負 債

0

0 0 0 0 00

0 0 0

0 0

0）

0

0

0

0 00 0×100

((M)／(N)×100)資 金 不 足 比 率



（単位：千円，％）

年　　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

１． 363,000 16,000 356,000 401,100 6,700 220,000 302,700 392,600 100,000 100,000

２． 176,243 47,739 181,254 368,251 33,170 31,163 21,522 19,921 13,087 11,720

３． 0 7,006 6,335 9,727 34,020 9,000 13,200 41,000 0 0

４． 1,570 3,552 1,697 1,173 5,205 4,050 2,000 2,000 2,000 2,000

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 69,494 74,438 79,737 85,417 96,158 108,134 62,942 98,732 38,112 38,112

７． 0 0 0 0 0 0 1,000 0 0 0

８． 225,267 128,723 317,872 376,183 252,620 102,500 152,500 142,500 152,500 152,500

９． 320 163 167 154 272 700 700 700 700 700

(A) 835,894 277,621 943,062 1,242,005 428,145 475,547 556,564 697,453 306,399 305,032

(B) 0 0 0 0 1,742 0 0 0 0 0

(A)-(B) (C) 835,894 277,621 943,062 1,242,005 426,403 475,547 556,564 697,453 306,399 305,032

１． 1,010,188 309,480 1,084,357 1,340,192 587,404 884,435 1,563,530 1,477,220 623,000 573,000

55,416 61,416 69,278 77,156 76,231 77,151 77,151 77,151 77,151 77,151

２． 355,427 374,392 387,978 417,276 359,754 564,962 240,303 215,793 223,255 240,579

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 6,070 163 167 154 272 700 700 700 700 700

(D) 1,371,685 684,035 1,472,502 1,757,622 947,430 1,450,097 1,804,533 1,693,713 846,955 814,279

 (D)-(C) (E) 535,791 406,414 529,440 515,617 521,027 974,550 1,247,969 996,260 540,556 509,247

１． 500,223 400,883 495,531 472,778 509,870 952,808 1,167,969 976,260 530,556 499,247

２． 0 0 0 0 0 0 50,000 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 1,742 0 0 0 0

４． 35,568 5,531 33,909 42,839 11,157 20,000 30,000 20,000 10,000 10,000

(F) 535,791 406,414 529,440 515,617 521,027 974,550 1,247,969 996,260 540,556 509,247

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

54,200 57,200 61,200 65,200 65,200 65,200 15,200 15,200 15,200 15,200

6,294,437 5,936,045 5,904,067 5,887,891 5,534,837 5,189,875 5,252,272 5,429,079 5,305,824 5,165,245

6,294,437 5,936,045 5,904,067 5,887,891 5,534,837 5,189,875 5,252,272 5,429,079 5,305,824 5,165,245

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）他会計繰入金
年　　　　　度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） ( 決 算 見 込 )

104,650 103,971 104,480 99,420 97,757 97,448 98,822 92,805 99,165 99,148

38,996 36,341 33,919 31,651 29,649 28,395 27,571 29,312 32,381 32,446

65,654 67,630 70,561 67,769 68,108 69,053 71,251 63,493 66,784 66,702

19,846 21,789 24,654 25,977 26,882 27,687 26,000 26,000 26,000 26,000

16,376 16,601 16,874 13,036 12,665 13,062 13,000 13,000 13,000 13,000

177,813 58,297 189,286 379,151 72,395 44,213 36,722 62,921 15,087 13,720

175,667 45,819 174,088 360,310 29,002 24,371 13,803 16,714 4,583 2,910

2,146 12,478 15,198 18,841 43,393 19,842 22,919 46,207 10,504 10,810

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

うち料金収入に計上すべき繰入等

(E)-(F)補 て ん 財 源 不 足 額

積 立 金 現 在 高

う ち そ の 他 に 係 る も の

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

建 設 改 良 費
資

本

的

支

出
計

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

計

う ち 赤 字 補 て ん 的 な も の

他 会 計 借 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 負 担 金

企 業 債

他 会 計 出 資 金

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

（単位：千円）

企 業 債 現 在 高

うち建設改良費・準建設改良費に係るもの

資本的収入額が資本的支出額に不足する額

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

そ の 他

そ の 他

純 計



（３）経営指標等

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） （ 決 算 ） (決算見込)

資金不足比率 (％) (再掲) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

料金回収率※ (％) 87.8 89.1 90.4 89.7 85.8 82.9 89.8 87.3 85.6 87.8

総収支比率（法適用） (％) 101.1 101.7 103.0 102.8 98.8 96.4 102.6 99.4 97.6 100.0

経常収支比率（法適用） (％) 101.2 101.8 103.0 103.4 99.1 96.5 102.7 99.5 97.7 100.1

営業収支比率（法適用） (％) 99.5 100.9 101.4 99.8 94.9 90.6 97.2 94.3 92.6 94.9

累積欠損金比率（法適用） (％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

収益的収支比率（法非適用） (％) (再掲)

(％) (再掲) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(％) 4.2 4.4 4.4 4.2 4.3 4.3 4.2 4.0 4.3 4.2

うち基準内繰入金 (％) 1.6 1.5 1.4 1.3 1.3 1.3 1.2 1.3 1.4 1.4

うち基準外繰入金 (％) 2.6 2.9 3.0 2.9 3.0 3.0 3.0 2.7 2.9 2.8
　うち料金収入に計上すべき繰入等 (％) 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.2 1.1 1.1 1.1 1.1
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.7 0.7 0.7 0.6 0.6 0.6 0.5 0.6 0.6 0.6

(％) 21.3 21.0 20.1 38.5 17.0 9.3 6.6 9.0 4.9 4.5

うち基準内繰入金 (％) 21.0 16.5 18.5 29.0 6.8 5.1 2.5 2.4 1.5 1.0

うち基準外繰入金 (％) 0.3 4.5 1.6 9.5 10.2 4.2 4.1 6.6 3.4 3.5
　うち赤字補てん的なもの　　　　 (％) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注１　上記の各指標の算出方法については、次のとおりであること。

 　 (1) 資金不足比率（％）＝地方公営企業法適用企業の場合＝地方財政法施行令第19条第１項により算定した資金の不足額／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (2) 総収支比率（％）＝総収益／総費用×１００

 　 (3) 経常収支比率（％）＝経常収益／経常費用×１００

 　 (4) 営業収支比率（％）＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費用）×１００

 　 (5) 累積欠損金比率（％）＝累積欠損金／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (6) 収益的収支比率（％）＝総収益／（総費用＋地方債償還金）×１００

 　 (7) 不良債務比率(又は赤字比率)（％）＝不良債務（又は実質赤字額）／（営業収益－受託工事収益）×１００

 　 (8) 繰入金比率（％）＝収益的収入に属する他会計繰入金（又は資本的収入に属する他会計繰入金）／収益的収入（又は資本的収入）×１００

　２　上記指標のうち「料金回収率」は、水道事業（簡易水道事業を含む）、工業用水道事業及び下水道事業（下水道事業にあっては使用料回収率）について記載すること。

 　 (1) 水道事業、工業用水道事業に係る料金回収率の算出方法

 　　 ・料金回収率（％）＝供給単価※1／給水原価※2×１００

　　　  ※1 供給単価（円／㎥）＝給水収益／年間総有収水量(工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　  ※2 給水原価（円／㎥）＝（経常費用－(受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金(水道事業のみ))）／年間総有収水量（工業用水道事業にあっては料金算定に係るもの）

　　　　　　但し、簡易水道事業については下記によるものとする。

　　　　　　ア　地方公営企業法適用企業の場合＝（経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費＋基準内繰入金＋減価償却費）＋企業債償還金）／年間総有収水量

　　　　　　イ　地方公営企業法非適用企業の場合＝（総費用－（受託工事費＋基準内繰入金）＋地方債償還金）／年間総有収水量

 　 (2) 下水道事業に係る使用料回収率の算出方法

 　　 ・使用料回収率（％）＝使用料収入／汚水処理費×１００

(単位：％)

資本的収入分

収益的収入分

不良債務比率（法適用）又は
赤字比率（法非適用）

繰
入
金
比
率



（４）収支見通し策定の前提条件

　注１　収支見通しを策定するに当たって、前提として用いた各種仮定（前提条件）について、各区分に従い、それぞれその具体的な考え方を記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

４　その他収支見通し策定に当たって前提
　としたもの

２　他会計繰入金の見込み

３　大規模投資の有無、資産売却等による
　収入の見込み

条件項目

１　料金設定の考え方、料金収入の見込み

業務予定量を過去の人口、需要動向から統計学的に算出した。
　　給水人口平成１８年度末実績　１１７，７９６人
　　　　　　　  平成２３年度末計画　１１５，２５２人　　△２，５４４人
　　配水量　平成１８年度　　　　　１３，６８４千ｍ3
　　　　　   　平成２３年度　　　　　１３，０８５千ｍ3 　　△５９９千ｍ3
　業務予定量を基に財政計画を算定した結果、平成２０年度に約７千万円の単年度赤字が生じ、平成２３年度には累積欠損金が３億円を超える
見込みとなるため、平成２０年度から３ヵ年で７．５％の料金改定を実施し、平成２３年度には２．０％の料金改定を実施する計画である。

基準内繰入金の主なものとしてダム水道水源開発や簡易水道建設改良に要する償還金、児童手当に要する経費などを算入し、基
準外繰入金の主なものとして水道料金福祉減免繰入金や簡易水道維持管理費などを算入している。

職員数は４０名とし、退職者の若年層への切り替えを見込んでいる。
　退職手当は今後１０年間の退職計画に基づき毎年６千万円を計上している。
　企業債金利は2.5％とした。
　平成19年度に7.0％以上の企業債について補償金なし繰上償還を実施するものとして算定した。

収支見通し策定に当たっての考え方（前提条件）

配水池ポンプ室を売却処分する。
　（土地の簿価３２，０００千円より構造物撤去費用を除いた金額〔土地の簿価の３％〕を収入見込みとして計上）



Ⅳ　経営健全化に関する施策

（留意事項）平成１２年度以降、人口減少による収益の減少に対し、「河内長野市水道事業中期経営プラン２００３」及び「集中改革プラン」に基づ
き、アウトソーシングの拡大による事業のスリム化、効率化を基本に職員を削減し経営の健全化を維持してきた。
その結果、大阪府下平均の倍以上の資産を保有しながら、平成１３年度に５８名いた職員数は、平成１８年度には４５人となり、平成１９年度には５
人削減し職員数は４０名となり、以降平成２３年度までその職員数を維持する。大規模な災害時の危機管理体制としては、概ね４０名の職員数を
確保する必要があると考えており、今後の人口、収益の減少に対して、経営の効率化は当然のことながら、人員削減の手法としての委託化につい
ては、危機管理体制の維持の裏づけのもと進めていく必要がある。なお、この取組みにより、集中改革プランの目標は達成される。
○職員削減による給与費の削減効果額　（給与費の削減額－委託化に係る費用）
　*給与費の削減額＝当該年度給与費（給与水準改善前）／前年度職員数Ｘ職員削減数　（平均給与Ｘ職員削減数）
　(H14）2名18百万円－委託化0百万円＝18百万円
　(H15) 2名18百万円－委託化2.5百万円＝15.5百万円
　(H16) 2名18百万円－委託化4.5百万円＝13.5百万円
　(H17) 4名37百万円－委託化35百万円＝2百万円
　(H18) 3名22百万円－委託化15百万円＝7百万円
　(H19) 5名33百万円－委託化18百万円＝15百万円
○給与水準改善額による給与費の削減効果額
　(H14)1百万円（期末勤勉手当0.05ヶ月削減）
　(H15)8百万円（管理職手当見直し１百万円・期末勤勉手当0.25ヶ月削減7百万円）
　(H16)6百万円(給料2.5％カット6ヶ月6百万円)
　(H17) 3百万円(給料2.5％カット１年間分の残り6ヶ月6百万円追加、削減マイナス要因勤勉手当追加△３百万円)
　(H18）△12百万円（2.5％の復活　ただし、給料表4.8％引き下げによる現給保証で定昇ストップこれは効果額に参入していない）
　(H19)11百万円（地域手当10％→６％へカット）

・平成18年4月に国に準じた改正を実施済み。
・地域手当については、1年間の経過措置期間を設けて、平成19年4月から完成後の国の指定どおり6％に引き下げ。
・人事評価に基づく勤務成績に応じた昇給・賞与については、検討中。

・一般行政職と同じ額の給料表を使用しており（国公行一給料表対応4級まで）、現在改正の見込みは立っていない。
・技能労務職員の給与の見直しに向けた取り組み状況については、平成２０年３月に公表する

・退職時特別昇給については、平成17年4月から廃止済み。
・退職手当の構造見直しについては、現時点では導入による手当額の増大が見込まれるため未導入である。
　導入については、大きな財政負担が発生しないように時期を検討中。

・健康保険料の事業主負担割合については、これまでも継続的に保険料率の適正化が実施され、平成２０年度以降においても引き続き検討して
いくことになっており負担割合が早期に1：1になるよう取り組んでいく。（負担割合＝平成１８年度 1:1.46、平成１９年度 1:1.29）
・大阪府市町村職員互助会を通じて実施している。
・本市独自の河内長野市職員厚生会への事業主負担は、平成19年4月から廃止した。

項　　　　目 具　体　的　内　容

１　行革推進法を上回る職員数の純減や人件
　費の総額の削減

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

◇　国家公務員の給与構造改革を踏
　まえた給与構造の見直し、地域手
　当のあり方

◇　技能労務職員に相当する職種に
　従事する職員等の給与のあり方

◇　退職時特昇等退職手当のあり方

◇　福利厚生事業のあり方



Ⅳ　経営健全化に関する施策

項　　　　目 具　体　的　内　容

○　遊休資産の処分
平成２０年度に配水施設等の統廃合により生じた、配水池ポンプ室を売却処分する。
　・用地に付帯する構造物撤去費用が課題
　（土地の簿価３２，０００千円より構造物撤去費用を除いた金額〔土地の簿価の３％〕を収入見込みとして計上）

　浄水場の包括的委託に取組み、管理委託に資材調達から修繕など物件費を含み、委託効果を最大限発揮するよう努めている。

（課題①）安全で安定的な水道水の供給を持続して行くためには、施設の健全性を維持して行かなければならず、そのための費用に
ついて、需要家の適正な料金負担が不可欠となっている。
このため、平成20年度以降の収入見込みと施設の維持管理費用を基に財政計画を算定した結果、平成２０年度に約７千万円の単年度
赤字が生じ、平成２３年度には累積欠損金が３億円を超える見込みとなるため、平成２０年度から３ヵ年で７．５％の料金改定を実
施し、平成２３年度には２．０％の料金改定を実施する計画である。
平成２０年度効果額　改定前収益１，８９８，０２６千円Ｘ（０．０３７５ｘ２ヶ月（日割り計算）／１２ヶ月＋０．０７５Ｘ
                   １０ヶ月／１２ヶ月）＝１３０，４８９千円
平成２１年度効果額　改定前収益１，８８１，１０６千円Ｘ０．０７５＝１４１，０８３千円
平成２２年度効果額　改定前収益１，８６１，８６９千円Ｘ０．０７５＝１３９，６４０千円
平成２３年度効果額　改定前収益（１，８４８，０５０千円Ｘ０．０７５）＋
　　　　　　　　　　７．５％改定後収益（１，９８６，６５３千円Ｘ０．０２）＝１７８，３３７千円

２　物件費の削減、指定管理者制度の活用等
　民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　維持管理費等の縮減その他経営効率
　化に向けた取組

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

３　コスト等に見合った適正な料金水準への
　引上げ、売却可能資産の処分等による歳入
　の確保

○　料金水準が著しく低い団体にあって
　は、コスト等に見合った適正な料金水
　準への引き上げに向けた取組



Ⅳ　経営健全化に関する施策

項　　　　目 具　体　的　内　容

○　老朽化施設の改修と機能維持
（課題④）西代浄水場の改修のうち、浄水汚泥の処理方式をこれまでの凝集、廃棄処分から下水道放流方式に変更する。機械の改修
費用と維持管理費を削減し、これを下回るコストで市の下水道使用料を負担する。

○　水道水源保全対策
（課題⑤）平成２０年４月に水道使用１ｍ3につき1円を含んだ料金改定実施を目指し１２月議会に提案を予定している。年間約１２
百万円により水源涵養を図りより清浄な水源を守り、浄水コストの削減とより安価な自己水の確保を目指す。

○　資本投下の抑制 （課題②）約１０億円の投資的事業である西代浄水場の改修計画について、企業債に依存せず、全額自己資金により実施する。

○　水質検査体制の確立 （課題③）迅速、柔軟な水道検査体制を確立し、水道水の信頼性を高め、水道水の飲用を即するため水道GLPを取得する。

・地方公営企業法に基づき、毎年２回６月と12月に市広報紙において財政事情の公表をおこない、ホームページでも予算と決算の状
況について、公表している。
・決算認定に併せて、決算委員会を９月議会中に行っている。
・財政の健全化を進めていくために、必要な財政情報を積極的に開示していく方針である。

地域水道ビジョンを作成し、業務指標分析による目標設定を行う。
水道料金原価の分析として、ABC分析的手法を用い、常に適正な原価について検証を行う。

○　経営健全化や財務状況に関する情報
　公開

４　経営健全化や財務状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政評価の導入

５　その他



Ⅳ　経営健全化に関する施策

項　　　　目 具　体　的　内　容

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ 財務状況の分析」の「経営課題」に掲げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱに付した

　　　課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　上記に記入した各種施策のうち、当該取組の効果として改善額の算出が可能な項目については、「Ⅴ 繰上償還に伴う経営改革効果」の「年度別目標等」にその改善額を記入すること。

　　　なお、当該改善額が対前年度との比較により算出できない項目（資産売却収入・工事コスト縮減など）については、当該改善額の算出方法も併せて上記各欄に記入すること。

　　３　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　未収金徴収対策

水道料金が私法上の債権とされ、従前の５年消滅時効から２年の短期債権となった、このため、徴収要綱を定め、滞納整理事務の強
化を実施している。この効果として、平成１８年度現在、現年徴収率９９．２２％、過年滞納徴収率４４．５３％を計画最終年度に
現年徴収率９９．５％、過年滞納徴収率５０％合計９９．１５％を目標としている。
○平成１８年度までの未収金徴収対策効果
　平成１３年度より収納事務の委託化が開始され平成１７年度には料金窓口から収納消込みを含む料金業務を全面委託化し
　た。
　その結果、平成１４年度から平成１８年度にかけて未収金徴収対策効果として、各年度の現年調定額に平成１３年度の収
　納率をかけて算出した金額と実際の収納額との差額を未収金徴収対策効果の実績として計上。
　各年度現年度収納額－各年度現年度調定額Ｘ平成１３年度現年度収納率（９９．０８％）
○平成１９年度からの未収金徴収対策効果
　平成１９年度以降未収金対策は、現年度収納率が毎年０．０５％づつの向上を目指している。
　平成１９年度効果額　　調定額（１，９２６，８９６千円）Ｘ０．０５％＝９６３千円
　平成２０年度効果額　　調定額（２，０２８，５１５千円）Ｘ０．１０％＝２，０２９千円
　平成２１年度効果額　　調定額（２，０２２，１８９千円）Ｘ０．１５％＝３，０３３千円
　平成２２年度効果額　　調定額（２，００１，５０９千円）Ｘ０．２０％＝４，００３千円
　平成２３年度効果額　　調定額（２，０２６，３８７千円）Ｘ０．２５％＝５，０６６千円
　ただし、過年度分の向上分は当然のこととして効果額には算入していません。
　現年度収納率向上策
　　①口座振替の促進（定期的口座振替用紙の送付）
　　②督促発送サイクルの短縮
　　③停水サイクルの短縮
　　④閉栓現地徴収の推進
　過年度収納率向上策（これまで５年時効の中に隠れていた長期滞納者への具体的な対処法）
　　①長期滞納者（納付誓約者）の事由、状況別分析（生活困窮度、悪質度）
　　②法的措置を含めた個別対応



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果
１　主な課題と取組み及び目標

　注１　上記各項目には、Ⅱで採り上げた経営課題に対応する取組としてⅣに掲げた経営健全化に関する施策のうち、それぞれ各項目に該当するものについて、その対応関係が分かるように記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

・配水施設等の統廃合により生じた、配水池ポンプ室を売却処分する。
・自己資金の活用により企業債残高の削減を図る。
・水質検査体制の確立のため、水道GLPの取得を達成する。
・西代浄水場の浄水汚泥の処理方法を下水道放流方式に変更することで機械の改修費用と維持管理費を削減し、これを下回る下水道使用量を負担する。
・水源保全のため１ｍ3あたり１円を含めた料金改定を実施することで浄水コストの削減と安価な自己水の確保を目指す。
・徴収要綱を定め、滞納整理事務の強化を実施することで徴収率９９．１５％を目指す。
　Ｈ14～Ｈ18
　収納業務の委託化により各年度の現年調定額に平成１３年度の収納率をかけて算出した金額と実際の収納額との差額を未収金徴収対策効果の実績として計上。
　H19～H23
　現年度収納率向上策
　　①口座振替の促進（定期的口座振替用紙の送付）
　　②督促発送サイクルの短縮
　　③停水サイクルの短縮
　　④閉栓現地徴収の推進
　過年度収納率向上策
　　①長期滞納者（納付誓約者）の事由、状況別分析（生活困窮度、悪質度）
　　②法的措置を含めた個別対応
　その結果
　　H19　現年度調定額の０．０５％
　　H20　現年度調定額の０．１０％
　　H21　現年度調定額の０．１５％
　　H22　現年度調定額の０．２０％
　　H23　現年度調定額の０．２５％
　　の効果額を計上

課　題

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　経営効率化や料金適正化による繰越欠損金の解消等

４　その他

取　組　み　及　び　目　標

大規模な災害時の危機管理体制としては、概ね４０名の職員数を確保する必要があると考えており、今後の人口、収益の減少に対して、経営の効率化は当然のこ
とながら、人員削減の手法としての委託化については、危機管理体制の維持の裏づけのもと進めていく必要がある。
・退職者の若年者への切り替えを図る。
・地域手当を１０％から６％へ改定
給与費の削減効果額
・職員の削減によるもの　各年度職員削減による給与費の削減額より職員削減にかかった委託費用を差し引いて計上。
・給与水準の改定によるもの
　H14　期末勤勉手当0.05ヶ月削減
　H15　管理職手当見直し１百万円・期末勤勉手当0.25ヶ月削減7百万円
　H16　給料2.5％カット6ヶ月6百万円
　H17  給料2.5％カット年間分の残り6ヶ月6百万円、削減マイナス要因勤勉手当追加△３百万円
　H19  地域手当10％→６％へカット

平成２０年度に約７千万円の単年度赤字が生じ、平成２３年度には累積欠損金が３億円を超える見込みとなるため、平成２０年度から３ヵ年で７．５％の料金改
定を実施し、平成２３年度には２．０％の料金改定を実施する計画である。

３　一般会計等からの基準外繰出しの解消等



Ⅴ　繰上償還に伴う経営改革促進効果（つづき）
２　年度別目標等
（１）水道事業
　　①　年度別目標 （単位：千円、％）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）
（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

7.5% 2.0%

2  改善額（料金の適正化）※１ 130,489 141,083 139,640 178,337 589,549

4  改 善 額 811 269 △ 1,342 4,404 2,836 6,978 963 2,029 3,033 4,003 5,066 15,094

 改 善 額 0

4  改 善 額（収入増額） 0 0 0 0 0 0 0 1,000 0 0 0 1,000

 改 善 額

515,080 497,889 479,367 440,221 424,795 390,173 372,658 370,647 368,674 366,742

19,000 42,500 62,000 67,000 62,000 252,500 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 130,000

職員削減

 改 善 額 18,000 33,500 47,000 49,000 56,000 203,500 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 75,000

 改 善 額 1,000 9,000 15,000 18,000 6,000 49,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 55,000

 改 善 額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 73,809 67,611 71,436 74,769 37,400 60,000 60,000 60,000 60,000 60,000

56 54 52 48 45 40 40 40 40 40

1 -2 -2 -2 -4 -3 -13 -5 0 0 0 0 -5

 改 善 額（適正化）

 改 善 額（縮減額）

 改 善 額

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,294,437 5,936,045 5,904,067 5,887,891 5,534,837 5,189,875 5,252,272 5,429,079 5,305,824 5,165,245

7,573 -358,392 -31,978 -16,176 -353,054 -344,962 62,397 176,807 -123,255 -140,579

　注１　「課題」欄については、「１　主な課題と取組み及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。 511,978 735,643

49,549

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。また、会計規模により必要に応じて単位を百万円から千円に変更することも可とするが、「改善額合計」を算出する際の単位誤り、誤計上(重複計上等)がないよう留意すること。

②　経営状況
平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）
（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

 給水人口　　　　　（千人） 121 121 120 119 118 117 117 116 116 115

 年間総有収水量　　（千㎥） 13,344 13,097 13,053 12,911 12,704 12,660 12,522 12,418 12,314 12,245

 公称施設能力　　（㎥／日） 58,461 58,461 58,461 58,461 58,461 58,461 58,461 58,461 58,461 58,461

 １日最大配水量　（㎥／日） 49,219 46,749 45,695 45,420 43,424 47,873 47,480 47,033 46,587 46,149

 最大稼働率　　　　（％） 84.2 80.0 78.2 77.7 74.3 81.9 81.2 80.5 79.7 78.9

 供給単価　　　　（円／㎥） 156 155 154 154 153 152 162 163 163 166

 給水原価　　　　（円／㎥） 180 176 173 174 181 186 183 189 192 190

③　簡易水道事業の統合に係る基本方針
　注　「統合計画の概要・実施スケジュール」又は少なくとも「検討体制・実施スケジュール、検討の方向性、結論をとりまとめる時期」を具体的に記載すること。

①

② 川上地区簡易水道：平成19年2月統合計画書作成済、平成21年度末経営統合完了予定

企業債現在高

累積欠損金比率

増　減

増　減

【経費の削減】

　職員給与費（退職手当以外）

 改 善 額

資産の有効活用

その他

未収金の徴収対策

料金改定率

課　題

【収入の確保】

一般会計負担金の額

計画合計目標又は実績
計画前５年間
実　績

（参考）補償金免除額

給与水準

その他

職員給与費の適正化

職員数             (人)

計画前５年間改善額　合計

滝畑地区簡易水道事業：平成19年4月1日上水道への経営統合完了（平成19年3月30日簡易水道廃止許可、平成19年4月1日設置条例改正施行）
上水道に伴う建設改良工事、平成19年度～平成21年度

 増 減 数          (人)

　職員給与費（退職手当）

その他

工事コスト※２

維持管理費等

　　２　※１「改善額（料金の適正化）」については、「料金改定に伴う料金増収額」を記入すること。
　　　　※２「工事コスト」については、工法の見直し等による建設コストの縮減（建設改良費の抑制は除く。）を記入すること。
　　３　改善額の算出方法については、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に併せて記入すること。

　改 善 額　　合　計


